
ケアプランかしま 
居宅介護支援利用契約書 

≪令和７年７月１日現在≫ 
 
 

　　　                  （以下、「利用者」といいます）と社会福祉法人　伊勢崎かしま会の営む居宅介護支援ケアプランかしま（以
下、「事業者」といいます）は、事業者が利用者に対して行う居宅介護支援について、次のとおり契約します。 
 
第1条（契約の目的） 
事業者は、利用者の委託を受けて、利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたがって、 
居宅サービス計画の作成を支援し、指定居宅サービス等の提供が確保されるようサービス提供 
事業者との連携調整その他の便宜を図ります。 

 
第2条（契約期間） 
1. この契約期間は　    年 　月 　日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までとします。 
2. 契約満了日までに、利用者から事業者に対して、文書による契約終了の申し出がない場合、 
契約は自動更新されるものとします。 
 
第3条（介護支援専門員） 
事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者へのサービスの担当者として任命し、その選定また
は交代を行った場合は、利用者にその氏名を文書で通知します。 

 
第4条（居宅サービス計画作成の支援） 
事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス計画の 
作成を支援します。 
1​ 利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して情報を収集し、解決すべき 
課題を把握します。 

② 当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を 
適正に利用者およびその家族に提供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

③ 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を 
盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 

④ 居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等について、保険給付の対象と 
なるか否かを区分したうえで、その種類、内容、利用料等について利用者およびその家族に説明し、利用者
から文書による同意を受けます。 

⑤ その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。 
第5条（経過観察・再評価） 
事業者は、居宅サービス計画作成後、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させます。 
① 利用者およびその家族と毎月連絡を取り、計画実施状況の把握に努めます。 
2​ 居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等 
との連絡調整を行います。 

③ 利用者の状態について定期的に課題分析を行い、状態の変化に応じて居宅サービス 
計画変更の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応をします。 

 
第6条（施設入所への支援） 
事業者は、利用者が介護保険施設への入院または入所を希望した場合、利用者に介護保険施設の紹介その
他の支援をします。 

 
第7条（居宅サービス計画の変更） 
利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が必要と判断し
た場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画を変更します。 

 
第8条（給付管理） 
事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、 
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群馬県国民健康保険団体連合会に提出します。 
 
第9条（要介護認定の申請に係る援助） 

1. 事業者は、利用者が要介護認定の更新および状態の変化に伴う区分変更の申請を円滑に 
行えるよう利用者を援助します。 

2. 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護認定の申請を利用者に代わって行います。 
 
第10 条（サービスの提供の記録） 

1. 事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録を作成することとし、これをこの契約終了後5年間保管し
ます。 

2. 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項のサービス 
実施記録を閲覧できます。 

3. 利用者は、当該利用者に関する第1 項のサービス実施記録の複写物の交付を受ける 
ことができます。 

4. 第 12 条第1 項から第3 項の規定により、利用者または事業者が解約を文書で通知し、 
かつ、利用者が希望した場合、事業者は、直近の居宅サービス計画およびその実施状況に 
関する書面を作成し、利用者に交付します。 

 
第11条（料金） 
事業者が提供する居宅介護支援に対する料金規定は【居宅介護支援料金表】のとおりです。 
第12条（契約の終了） 

1.​ 利用者は、事業者に対して文書で通知をすることにより、いつでもこの契約を 
　解約することができます。 
2. 事業者は、人員不足等やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、1ヶ月間の予告期間をおいて理由
を示した文書で通知をすることにより、この契約を解約することができます。この場合、事業者は当該地域の
他の指定居宅支援事業者に関する情報を利用者に提供します。 

3. 事業者は、利用者又はその家族が事業者や介護支援専門員に対して、この契約を 
継続しがたいほどの背信行為を行った場合、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約することがで
きます。 

4. 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 
① 利用者が介護保険施設に入所した場合 
② 利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）、要支援1、要支援2 と認定された場合 
③ 利用者が死亡した場合 

5. 要支援1、要支援2 に認定された場合においては、事業者は当該担当地域の 
地域包括支援センターを紹介するなどの便宜を図ります。 

 
第13条（緊急時の対応） 
訪問中に利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治医 
または歯科医師、家族等に連絡を取る等必要な措置を講じます。自宅で入院した時は入院先に 
当居宅介護支援事業所、担当者名を伝えると共にケアプランかしまにもご連絡ください。 

 
第14条（個人情報の保護） 

1.​ 事業者は利用者個人の情報について「個人情報の保護に関する法律」および厚生労働省が 
策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し適切な
取り扱いに努めます。 

2.​ 事業者が得た利用者の個人情報については、居宅サービス計画の作成や計画に位置づけた指定居宅
サービス等の提供が確保されるようサービス提供事業者との連携調整等以外の 
目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者 
及び家族またはその代理人の了承を得るものとします。 

 
第15 条（秘密保持） 

1. 事業者の介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た 
利用者および家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしたりしません。 
この守秘義務は契約終了後も同様です。 

2. 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス提供者会議等において、 
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利用者の個人情報を用いません。 
3. 事業者は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス提供者会議等において、当該家族の
個人情報を用いません。 

 
第16 条（相談・苦情処理） 
事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介護支援 
または居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等に関する利用者の要望、苦情等に 
対し、迅速に対応します。 

 
第17 条（事故発生時の対応） 

1. 事故が発生した場合は、利用者に対し応急措置、医療機関への搬送等の措置を講じると 
ともに、速やかに家族等及び関係諸機関に事故の発生状況及び今後の対応等について 
報告いたします。 

2. 事故等により要介護認定に影響する可能性がある場合には市町村（保険者）に事故の概要を報告いたしま
す。 

3. 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の 
生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。 

4. 事業者は、自己の責任に帰すべき理由がない限り、損害賠償責任を負いません。 
とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は賠償責任を免れます。 

1​ 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを 
告げず、また不実の告知を行なったことにもっぱら起因して損害が生じた場合。 

2​ 契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意に 
これを告げず、または不実の告知を行なったことにもっぱら起因して損害が生じた場合。 

3​ 契約者が急激な体調の変化等、事業所の実施したサービスを原因としない事由に 
もっぱら起因して損害が発生した場合。 

④ 契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら 
起因して損害が発生した場合。 

 
第18 条（身分証携行義務） 
介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時および利用者や利用者の家族から提示を 
求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

 
第19 条（善管注意義務） 
事業者は、利用者により委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、 
善良なる管理者の注意をもってその義務を遂行します。 

 
第20 条（本契約に定めのない事項） 

1. 利用者と事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。 
2. 本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、双方が誠意を
持って協議のうえ定めます。 

 
第21 条（裁判管轄） 
利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地を管轄する裁判所を第一
審管轄裁判所とすることを予め合意します。 
上記の契約を証するため、本書２通を作成し事業者が記名押印し利用者が署名捺印の上、 
1 通ずつ保有するものとします。 

(3)​ （利用者意思選択の尊重） 
　利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やその家族に対して、利用者はケ 
　アプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であ 
　る。また、利用者、家族は当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能である。 
 

居宅介護支援料金表 
(1)​ 介護支援専門員取扱件数45件未満の場合 
要介護１・２　　10860円　要介護３・４・５　14110円 
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(2)​ 介護支援専門員取扱件数45件以上60件未満の場合 
要介護１・２　　5440円　　要介護３・４・５　　　7040円 

(3)​ 介護支援専門員取扱件数60件以上の場合 
要介護１・２　　3260円　　要介護３・４・５　　　4220円 

​​ 加算を算定した場合 
初回加算　１ヶ月につき　3000円　 
入院時情報連携加算（Ⅰ）１ヶ月につき　2500円 
入院時情報連携加算（Ⅱ）１ヶ月につき　2000円 
退院・退所加算（カンファなし）１回4500円　２回6000円 
退院・退所加算（カンファあり）１回6000円　２回7500円　３回9000円 

​​ ターミナルケアマネジメント加算　１回　3000円 
​​ 特定事業所加算（Ⅰ）5190円／月　特定事業所加算（Ⅱ）4210円／月　特定事業所加算（Ⅲ）3230円／

月　（A）特定事業所加算1140単位／月 
​​ 地域加算　伊勢崎市（７級地）　１単位10.21円 
​​ 通院時連携加算　１カ月/1回　500円 

 
 
 
 
※上記の料金については介護保険制度から全額給付されます。 
ただし、保険料の滞納等により、保険給付が直接事業者に支払われない場合は基本料金と一緒にいただき、当
事業所からサービス提供証明書を発行します。このサービス提供証明書を後日、市町村（保険者）の窓口に提出
しますと、全額払戻しを受けられます。解約料：利用者は契約を解約することができ、解約料はいただきません。 
● 相談、要望、苦情等の窓口 
居宅介護支援に関する相談、要望、苦情等は下記窓口までお申し出ください。 
サービス相談窓口 
電話番号：０２７０－２６－５８３３ 
携帯電話：０８０－５０４２－０３１９ 
担当者：ケアプランかしま　木暮　俊輔 
 

受付時間：月～金曜日 ９：００～１７：００（電話受付は２４時間受付しております。） 
※ 但し、土、日曜日、祝日、12／29～1／3 は休業日となります。 
 
● 市町村（保険者）等の窓口 
下記窓口でも相談、要望、苦情等を伝えることができます 
・伊勢崎市 介護保険課 電話番号：　　　　　０２７０－２７－２７４４ 
・伊勢崎市地域包括支援センター　電話番号：０２７０－２７－２７４５ 
・群馬県国民健康保険団体連合会 電話番号： ０２７－２９０－１３２３ 
・中部福祉事務所 電話番号：　　　　　 　　０２７－２３１－７７２１ 
 
本契約を証するために、利用者及び家族、事業者は契約書、重要事項説明書に記名押印のうえ 
本契約書を２通作成し、それぞれ１通保有します。 
 
契約締結日         年       月         日 
契約者氏名 
事業者名： 社会福祉法人伊勢崎かしま会　ケアプランかしま 

（指定番号 1070403165 号） 
住 所：群馬県伊勢崎市鹿島町７８３ 
代表者名：理事長　　木暮　俊明　　　　　印 
 
利用者 

住 所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 

氏 名： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　 
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家族（代理人） 
 

住 所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 

氏 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印__　（続柄：　　　　　） 
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